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第２回地域ブロック協議会が開催されます！

第８号

　 全国７ブロックにおいて、国産材安定供給体制に係る地域ブロック
協議会が10月29日～11月13日にかけて開催されます。

地域ブロック協議会開催場所等の一覧
　 地域ブロック国産材安定供給協議会は、本

年６月（北海道は４月）に全国７ブロックで設立

されました。設立後、２回目となる地域ブロック

国産材安定供給協議会が10月29日から11月

13日にかけて開催されます。

　 また、地域ブロック国産材安定供給協議会

に引き続き、地域森林施業プランナー育成実

践部会、森林組合関係ブロック説明会が開催

されます。

都道府県協議会の設置の状況

※数値は、該当する都道府県の数を示す。

　 各都道府県においては、都道府県森
林組合連合会を事務局として都道府県
協議会が設置されています。2007年9
月13日現在の設置の状況は右表のと

おりとなっています。

都道府県協議会もほとんどの都道府県で設置されました。

協議会を設置済み（既存組織の活用による設置を含む） 40

新たに協議会を設置予定 3

既存又は別途の組織を活用予定 3

検討中 1

○各都道府県協議会から報告

　・都道府県協議会の開催状況

　・原木供給可能量情報の集積・提供状況

　・都道府県内の需要動向

　・施業の集約化、低コスト化等に関する取組事例

○各都道府県から報告

　・施業の集約化、国産材安定供給に対する都道府

　 県の取組方針、取組状況

○全国国産材安定供給協議会事務局から説明

　・原木供給可能量情報のホームページシステムに

　 ついて

○次回の地域ブロック協議会の開催について　等

○上半期の研修の実施状況

○今後の研修の予定

○フォローアップ研修　等

○林野庁から説明

　・森林組合指導方針の見直し

　・２０年度概算要求

　・集約化に関連する事業

○都道府県森連からの報告

　・20, 21年度に集約化に取り組む
　

　　森林組合の予定

○全森連からの説明　等

地域ブロック国産材安定供給協議会 地域森林施業プランナー育成実践部会

森林組合関係ブロック説明会

地域ブロック協議会等の内容

北海道 札幌市 10月31日（水）

東北 秋田市 11月6日（火）

関東 前橋市 11月2日（金）

中部 静岡市 11月7日（水）

近畿 津市 11月9日（金）

中国・四国 高知市 10月29日（月）

九州 熊本県益城町 11月13日（火）

ブロック名 開催場所 開催日



次回のニュースレターの発行は2007年11月中旬を予定しています。
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林野庁では、森林組合等の経営基盤の強化と業務執行体制の充実強化に向けた自主的な取組を
推進する観点から「森林組合等の組織及び事業運営に関する今後の指導の方針について」を制定し、
指導・助言を行ってきたところですが、今般、その一部を改正しました。（平成19年9月3日施行）

　 森林吸収源対策を含め、向こう６年間で３３０万ヘクタールの間伐を的確に実施するための森林
組合の体制整備とともに、利用間伐の推進等による国産材の安定供給体制の整備と森林組合にとっ
ての将来に向けた事業の安定化を図る。

目　的

　 森林組合の大宗が、提案型集約化施業や低コスト作業システムの構築を通じて、利用間伐を事
業の中の重要な柱として位置づけていくこととし、具体的には、森林施業プランナーを育成し、提案
型集約化施業を実施し得る体制を有する森林組合が、森林組合員所有森林面積の８割程度をカ
バーする体制を構築することを目標とする。

方向性・目標

① 上記の目標に向けて、森林組合ごとに、地区内 の森林
における間伐への取組み方針を明確化し、これを通じて、
地域ごとに間伐を担う主体を明確化

② 森林組合が施業を他の組合、連合会あるいは民間事
業体に外注する場合は、その連携相手を明確化
③ 労働力の調整等のために必要な場合に、施業能力に
余裕のある森林組合による広域的な事業展開を推進

① 上記の目標に向けた指導のほか、必要に応じて、傘下
の森林組合の地区における集約化・施業の活動を補完
② 地域の国産材安定供給協議会に集積される原木供給
可能量情報を活用した川下のユーザーとの取引の推進
（商流への関与）

③ 「ふるさと森林会議」の開催、林業労働力に関する情報
の広域的提供等を通じた森林組合の活動の支援

ポイント１　森林組合の事業の改革

活性化に向かって利用間伐にシフト

ポイント２　都道府県連合会の役割の重点化

国産材安定供給の要 連合会事業の再構築

森林組合の指導方針が改正されました！

改 正 の ポ イ ン ト

18年度
(2006)

19年度
(2007)

20年度
(2008)

21年度
(2009)

22年度
(2010)

23年度
(2011)

24年度
(2012)

約200の組合

が取組開始 取組を充実

具体的運用

19年中を目途に20、21年
度に取組開始予定（見込

み）の組合を明確化

更に200の組合

が取組開始
取組を充実

更に200の組合

が取組開始
取組を充実

具体的運用 21年度には、全体の約８
割をカバーし得る組合が

取組を開始

目標

23年度には、
全体の約８
割をカバー
し得る組合
（中核組合を
含む）が提
案型集約化
施業の体制
を構築

農林中金80周年記念森林再生基金　第１回事業完了発表会開催！！
森林再生基金は、民有林再生にかかる優れたアイディアや取組を、森林組

合等の団体が実践し、それを広く民有林再生に活かしていくものです。18年度
に実施されている第１回助成事業には全国から91団体から応募があり、4つの
森林組合が選定され、これまでの取組に関する発表会が8月29日に東京都内
で開催されました。発表した4つの森林組合のうち3組合がモデル組合でした。　
　
　 ＊雄勝広域森林組合（秋田県）、加子母森林組合（岐阜県）、＊三次地方森林組合　　
　 　（広島県）、＊新居森林組合（愛媛県） ： ＊印はモデル組合を示す 雄勝広域森林組合の発表の様子

各組合の方針を都道府県
　森連を通して調査します


